2012年度大阪社保協活動総括(案)
1． ２０１２年度、私たちはどんなたたかいを積み上げてきたのか

　2012年3月5日、私たちは総会に於いて、以下の「活動方針」を確認しました。これらの方針と照らしながら、私たちの1年のたたかいについて総括します。
	【２０１２年度活動方針】

□何よりも貧困と格差問題の解決を大きな柱とする。そして、住民のくらし・雇用・いのちを守るために憲法２５条を生かした国・自治体づくりを基本に置く。

□社会保障・税一体改革のたたかいでは私たち自身が社会保障・税の本来的な意味・機能をしっかりと踏まえたたかいをすすめる。財政の責任は、国と大企業にあることを明確にし、消費税増税には絶対に反対する。さらに共通番号制(マイナンバー制)導入に反対する。
□大阪府・大阪市を一体的に運動する。そのために様々な団体間を超えた連携と連帯の取り組みをすすめる。

□子ども・女性・子育て世代・若者世代への社会保障の拡充をすすめる。

□自治体キャラバン行動をさらに進化させる。

□地域での相談活動にさらに力をいれる。




2. 地域社保協などたたかう組織が無い地域での組織確立が急務
2012年度は都島区社保協が結成され49番目の地域社保協が誕生しました。また、城東区社保協は再建を果たし、着実な活動をすすめています。さらに、2013年4月には熊取町で50番目の地域社保協が誕生します。
2012年度は、地域社保協の存在価値を証明するような特徴的な取り組みがありました。それは「四條畷市国保問題」です。
詳細は別掲「四條畷市国保問題でのたたかいについて」に譲りますが、長年の地域社保協が休眠状態のなかで、市の国保行政が「いのちよりカネ」となっていることが１月２８日の「近畿ブロック国保運動交流集会」の場で日本共産党・阿部市会議員から告発され、その後北河内ブロックの大きな支援の中で４月１9日に｢国保１００人交渉｣を行いました。国保窓口では一定の前進があつたこと、そして日本一の国保料減免制度であるにも関わらずこれまで一度も市民に知らせてこなかったことを改め、６月の保険料決定通知送付の際に被保険者全員に送付することを約束し、実施しました。
この一連のたたかいの中で私たちが思い知ったことは、「地域にたたかう組織が無ければだめだ」ということです。しかし、現在もなお、四條畷市にはたたかう組織がありません。国保行政で一定の前進を勝ち取ったものの、いま問題となっているのは「生活保護行政」です。１月２２日実施の「生活保護無料電話相談」には、何人もの四條畷市民から福祉事務所の法律違反や人権侵害の相談が入ってきました。四條畷市生活保護問題については、２０１３年度に全大阪的に集中した取り組みが必要です。

　
２０１２年度はこれまで定例化できていた大阪市内ブロック会議、北河内ブロック会議に加え、河南ブロックでも２カ月に１回の会議が定着しました。
北河内ブロックでは、ブロック単位での介護保険や生活保護の学習会を開催してきましたが、2013年1月からは2カ月に一回、「社会保障連続学習会」に取り組みます。1月「税と確定申告」、3月「相談活動ハンドブック徹底活用」、5月「介護保険」、7月「生活保護」が決まっています。
　一方、地域社保協の活動で最も困難を抱えているのは泉州地域です。堺市、岸和田市、泉大津市、和泉市、忠岡町を除いてはほぼ休眠状態となっていますが、8月の自治体キャラバン行動事前学習会を泉州ブロックとして取り組むなどの前進面がありました。

地域の実情に合わせながらも、ブロックごとでの取り組みを大阪全域に広げていく努力が必要です。
3.　自治体キャラバン行動を軸としたローカルなたたかいを展開
2012年度自治体キャラバン行動は7月2日の四條畷市を皮切りに、10月16日の東成区までの47日間、のべ1255人が参加しました。
要望項目は、①医療・国保②特定健診・がん検診③介護保険④生活保護⑤こども施策・子育て支援で、さらに地域的な要望項目をプラスするという方針でしたが、全ての地域での十分な議論が難しく、課題を残しました。

事前アンケートは、国保・健診・介護保険・生活保護・子ども施策（医療費助成制度・妊婦検診・就学援助）について4月中旬から6月にかけて行い、資料集は2000冊を作成、地域・団体への事前配布と、全市町村担当課長あてにも事前に送付しました。
事前学習会は40カ所で開催され、特に事前準備が全くない中での行動実施を出来るだけさけるために、河南ブロックと泉南ブロックで合同学習会を実施しました。
訪問先は、府内42市町村と大阪市内24区役所の全てを訪問しましたが、くすのき広域連合キャラバンは「懇談会場費の請求」という前代未聞の事態となったため、まだ目途がたっていません。
後半の大阪市内キャラバンは、新区長制度がはじまるという状況にあわせ、「スタート集会」を持つなど、これまでにない構えで取り組まれました。
(詳細は別掲「2012年度自治体キャラバン行動総括」参照のこと)　

今年度の特徴は、小規模自治体(概ね人口10万人以下)の各担当者から大阪府に対する本音がかつてなく率直に語られたということです。「権限移譲」という名のもとに、実際の実務を殆ど全て市町村におろす一方で、「国保広域化支援方針」などに見られるように大阪府におろされる特別調整交付金などの配分をアメとして上から一方的な押さえつけ言うことを聞かせるというやり方に対しての怒りや不満です。
また、「名ばかり市町村」とも言うべき深刻な事態が進行していることも明らかになりました。生活保護行政においては数年前から堺市や東大阪市、八尾市などで任期付き雇用の非正規ケースワーカーが配置されていますが、それだけではなく、例えば箕面市での全ての窓口への派遣社員配置、東大阪市での国保窓口を請負会社への丸投げ、大阪市による認定事務センターの外部委託など、行政事務の主要部分が外注されるという事態となっています。こうした結果、大阪市認定事務センターの場合は、半年経っても｢法定義務｣の30日以内決定が全体の1割もないという事態が大阪社保協の独自調査と当局への追求で明らかとなりました。
いま、市民・住民の知らないところで役所が役所の機能を果たせなくなっています。そしてこれは住民にとって、もはや自治体が「住民サービス」を行うところではなく、税や保険料などの徴収機能のみに特化した組織になってしまっているのです。自治体キャラバン行動は市町村に要求をぶつけるだけでなく、市民目線で「いま自治体で何がおきているのか」をつぶさに見て、知る機会でもあり、こうした実態を発信していく役割も担っています。
4. 介護保険に対するたたかい

2012年度は介護保険法の改正と診療報酬・介護報酬同時改定の年であり、政府・厚生労働省にとっては2025５年にむけた「改革」のスタートの年でした。その目玉は「地域包括ケア」であり、「２４時間巡回訪問サービス」「ケア付き高齢者マンション」などです。
一方、保険者にとっては介護保険料の大幅値上げ、利用者にとっては訪問介護時間の短縮や利用料負担増などが覆いかぶさってきました。

　
2月3月には事業者・ケアマネジャー・ホームヘルパー向けの「介護報酬学習会」などに大きく取り組み、参加者も盛況でしたが、新年度４月以降は介護現場の混乱を反映するかのように、学習会などへの参加が低調となりました。特に、訪問介護時間短縮、いわゆる「４５分問題」は訪問介護事業所存亡の危機ともいえる事態を作り出しています。
　
大阪社保協では、毎月開催している「介護保険対策委員会」で議論しながら、８月９月の訪問介護事業所調査を中央社保協にも提案し、全国規模での調査を全国の社保協の仲間たちと実施しました。結果として、青森県、茨城県、東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、香川県、佐賀県、鹿児島県の12都府県の各社保協で取り組まれ５万６千件についてのアンケートが寄せられました。そしてこの調査では「報告介護短借で一番削られたものはなにか」という問いに８割近くの事業所がまずあげたのが「コミュニケーション」でした。訪問介護の生活支援は家事援助だと思われがちですが、実は会話・コミュニケーションをしながら進めます。さらに利用者はヘルパーとの会話を楽しみに暮らしてもいるのだということがこの調査や、そして２月の「ヘルパーとケアマネのつどいin大阪」での利用者の声からも明らかになりました。報酬改定の取り組みは現場からの発信、そして利用者の声をいかに運動でくみ上げ、世論化していくかが課題です。

　
一方、「保険料問題」では、大阪社保協介護保険が大阪保険料上位6市(大阪市、岸和田市、能勢町、東大阪市、堺市、泉佐野市)と寝屋川市の社保協および日本共産党議員団によびかけ「介護保険料引下げ問題対策会議」を開催し、２０１３年度自治体キャラバン行動を軸とした運動提起ができるよう現在議論をつづけています。
また、大阪市が2012年度から介護保険と障害区分の認定に関わるほぼ全ての実務を「認定事務センター」に委託したことにより半年以上経過した秋の段階でも混乱していることを区役所キャラバンでつかみました。10月には大阪市内約1000カ所の全居宅支援事業所実態調査を実施し、4割に迫る事業所より解答を得ました。その結果、直近の8月9月の要介護認定は、法定の30日以内決定が新規で6％、更新でも7％しかなく、逆に2ケ月以上かかっているものが1割近くあるという実態が判明しました。大阪社保協として大阪市介護保険課に3度にわたり申し入れを行い、強く改善を求めました。
5. 国保のたたかい

　大阪社保協の国保のたたかいは、法令を学び、熟知したうえで政策化をしています。これは２００９年の門真国保実態調査をきっかけとして「国保問題勉強会」を定期的につづけている京橋共同法律事務所・楠弁護士、牧弁護士の支援なくしては語れません。特徴的な国保のたたかいを紹介しましょう。

　
２０１１年度の自治体キャラバン行動で、｢生活保護利用者から滞納国保料を徴収している｣という実態が明らかとなりました。大阪市でも例外ではありません。大阪市内キャラバンでその実態を掴み、３月に大阪市とはこの問題で懇談を行いました。大阪社保協が主張したのは、生活保護利用者は、地方税法１５条の7、徴収法基本通達153条の「滞納処分の停止」の3要件(①滞納処分のできる財産がないとき②生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき③納税者の所在及び滞納処分を実行すべき財産がともに不明の場合)の②に当たるので、自動的に「停止」をはかるべきではないのか、ということです。大阪市はその時「生活保護の財産調査と国保の財産調査は違う」と強弁しましたが、その後、大阪府を通じて厚生労働省に照会した結果、３月２７日に大阪府から通知「生活保護世帯からの国民健康保険料(税)の徴収について」が出され、大阪市もこれを受けて４月3日付で通知を出しました。
さらに、大阪市は生活保護利用者だけではなく、被保険者で全く財産が無い場合や滞納処分を行うことによって生活保護利用に陥る可能性がある被保険者に対しては同様に滞納主文の停止をする旨の通知を４月13日に出しました。
しかし、２０１２年度の大阪市内キャラバン行動で判例したのは、滞納処分の停止の職権をもつ区役所が、膨大な労力を使いながら財産調査を一方的にするも、滞納処分の停止は殆ど行っていないという事実でした。大阪府・大阪市通知は自治体キャラバン行動資料集に掲載し、懇談の場で国保担当課長や係長に説明するという場面も多くありました。

一方、富田林市では既に滞納処分の停止３要件にあたるケースについては多数の処分の停止を執行していることも明らかとなりました。

　また、この大阪府通知については、厚生労働省・国税庁・総務省とのレクチャーの場で、「大阪府通知は全国で通用する」との確認も取れています。

　

　「国保の広域化」問題ですが、全国的には進まない中で、大阪府はもっとも積極的です。これは大阪都構想との関係で、国保も介護保険も大阪一本で、という構想があるためです。

　大阪府は調整交付金の配分と、さらに医療費1件当たり30万円から80万円の保険財政共同安定化事業(府内市町村国保の助け合い事業)の交付と拠出の配分で自治体を縛り、結果的に大規模自治体、つまり大阪市一人勝ち状態を意図的に作っています。府内のある自治体担当者は「国保広域化のために大阪市の累積赤字をゼロにする一方で、国保料の安い自治体に不利になるようにして引き上げを促し、結果的には保険料を一本化しやすいよう高止まりさせる意図がある」と指摘していました。
事実、国からの国保に対するカネの流れがかわったこともありますが、大阪市国保会計は2008年に累積赤字が386億円だったのが、2011年度決算では178億円と4年間で約210億円も圧縮しており、このままでいくとあと3年ほどで黒字に転化することが予想できます。しかし、こうした恩恵は大阪市民にはまったくなく、3月大阪市議会では3%アップの保険料値上げが提案されます。
毎年の値上げの動きに対して、地域での運動で一つ一つ対抗しながら、大阪府に対する取り組みを強めていく必要があります。
　
　
6. 生活保護改悪に対するたたかい

吉本芸人の母親の生活保護需給があたかも「不正受給」かのように報道され、バッシングされたことを利用して生活保護基準の引き下げがされようとしています。

生活保護基準引き下げは、生活保護制度が「憲法第25条」の具体化であることから、実は日本の社会保障制度の適用基準および最低賃金、そして課税最低限も生活保護基準によって決められます。

また、大阪市西成区では、生活保護費の中の医療扶助を適正化することを目的として、医療機関を限定する「確認制度」が8月からスタートしました。基本的にこれまでも「医療券」が発行されているもとで全く整合性のない制度です。
大阪社保協が呼びかけ、大生連・大阪府保険医協会・大阪府歯科保険医協会・大阪民医連・大阪自治労連とともに「大阪の生活保護を考える会」を結成し大阪での取り組みを進めています。
「生活保護の本当のことを知り、そして利用する」ために「生活保護ハンドブック」を3万冊作成しました。全国からの中央社保協有門もあり、現在、ほぼ完売となっています。そしてこの「生活保護ハンドブック」を使っての学習会が広がっています。

さらに2013年1月22日には初めて「生活保護無料電話相談」にも取り組み、10時から17時までの7時間で150件もの相談が寄せられる結果となりました。〔Fax通信　　　　号ご参照ください〕

生活保護基準は法律改正が不要で告示の改正でできるため、4月からの基準改正での引き下げが予想されます。生活保護基準を引き下げると前述したように他の施策および「最低賃金」さらに「課税標準額」などの税制にも大きな影響が出ます。これは厚生労働省自身が作っている資料〔別紙　　　　〕を見ても明らかです。
ありとあらゆる方法で、生活保護切り下げは実は利用者だけでなく、低所得者層、ワーキングプア層すべてに影響するものであることを世論化する必要があります。
7.　こども・若者・子育て世代・シングルマザーのいのちとくらしを支え、貧困を解決するための取り組み

2012年11月19日に放映されたＭＢＳ「ドキュメンタリー映像‘12　保健室からのSOS」は八尾市のある小学校の保健室の養護教員とそこに来る子どもたちの姿を追いかけた特集です。八尾市は

今現在もこどもの医療費助成制度の通院は未だに「就学前」です。そのために、怪我をしてもやけどをしても、子どもたちは治療に連れて行ってもらえず、保健室でやけどの治療をしてもらっている男児の様子が映し出されます。

大阪社保協は、2008年から「無保険の子ども問題」に全力で取り組み、現時点では18歳以下の国保加入世帯の子どもたちは、親の滞納の如何に関わらず「保険証」は発行されています。大阪府内の半数以上の市町村では、子どもには「通常証（1年証）」が発行され郵送されています。しかし、「保険証」があっても親の「お財布」にお金がなければ子どもたちに医療は保障されないのです。さらに、就学援助の医療券でも怪我ややけど、アトピーなどの治療は一切できません。

一方、兵庫県では2012年4月現在で通院を「中学卒業まで完全無料」としている自治体が10もあります(小野市・西宮市・相生市・赤穂市・たつの市・福崎町・加西市・佐用町・神河町・市川町)。こうした動きはさらに広がり、2013年度はもっと多くの自治体が実施していることが予想されます。一方、大阪では「完全無料」の自治体はもちろん皆無です。
兵庫でできて、なぜ大阪でできないのか。大阪府制度の低さの問題はもちろんありますが、財政が豊かである北摂・豊能地域の市町村の多くがいまだ「就学前」であるということを鑑みると、自治体に実現させていない大阪での運動の弱さではないかと考えます。その証拠が、大阪社保協調査で判明した「試算さえしたことがない」という自治体が多いことからもあきらかです。

「どんな家庭に育っても、親の経済力に関係なく、いつでもお金の心配なく必要な医療を受けられ、そしてこどもたちに辛い悲しい思いをさせない。」

それが私たち大阪社保協の運動でできる「こどもの貧困をなくす」取り組みの柱ではないかと考えます。

7.　目の前にいる人々のいのちとくらしを支えるために～私たち一人一人が地域での相談活動の担い手に
2013年1月31日・2月1日、大阪社保協寺内事務局長が朝日放送ラジオ「おはようパーソナリティ道上洋三です」に介護保険の話をしてほしいと要請され、出演しました。時間は1回目は10分、1回目が30分程度の短い時間でしたが、その中で「介護保険はじめ負担軽減のさまざまな情報が相談活動ハンドフックに書かれている」と紹介したことから、2月1日から大阪社保協事務所には電話が殺到、直接買いにこられる方も40人以上、そしてハンドブック希望のはがきが現在500通以上寄せられています。これは番組としても、始まって以来の反応だとのことで「感謝状」まで送られてきました。
ではなぜ、こんなに反響があるのかについてですが、以下のように分析できます。 

①介護についての不安や、お金の不安を持っておられるかたが非常に多い。

②基本的な情報がなく制度のことが全くわからない。
③どこに相談したらいいのかがわからない、同時に役所が相談窓口になっていない。
「相談活動ハンドブック」は制度改正の運動ためのものではなく、いまある制度を紹介・解説し、活用することで負担を軽減する、という目的で作っていますが、すでに手に渡った方からは、ハンドブックの内容、特に「世帯分離」などについての質問も寄せられています。
私たちが長年の運動の中で蓄積してきた知識や制度活用の力をいかに地域住民に伝え、具体的な支援につなげていけるのかがいま問われているのではないでしょうか。

すでに各地で地域社保協が中心となった「生活相談」が取り組まれています。
西淀川区社保協では2013年1月28日・31日・2月7日に診療所での無料なんでも相談会」相談会が実施されました。事前に4万枚のビラを作成、産経新聞・読売新聞・毎日新聞に折り込み、さらに地域でも配布、21人の相談者が訪れました。
門真社保協もすでに10回の「なんでも相談会」を実施し現在11回目の相談会を計画中です。

岸和田社保協もこれまでなんども「110番」を実施してきました。

大東社保協では「くらしといのちの相談センター」を開設しています。
こうした地域社保協の経験を学びながら、いままでやったことの無い地域でも、相談活動に日常的に取り組んでいくことが必要です。そのためには、地域社保協にかかわっている人すべての力量を高めること、大阪社保協作成のハンドブックなども組織内で配布し学習するだけにとどまらず、地域にうって出て、知らせ渡していく活動をつくりだしていくことが重要です。

四條畷市国保問題でのたたかいについて
2012.5.19　大阪社保協第一回幹事会
大阪社会保障推進協議会　

事務局長　寺内順子
1.　発端

　2012年1月28日、社保協近畿ブロック主催「国保運動交流集会」の場で、阿部佳世・日本共産党四條畷市会議員から、今持ち込まれている相談事例として、四條畷市の国保行政についての告発がありました。

　以下は、後日阿部議員から送られてきた原稿を「四條畷国保黒書」としてfax通信992号に掲載したものです。

　大阪社保協として、この告発に対して「四條畷市には地域社保協がないが(正確には、かつてはあったのだが、その後10数年の休止状態となっている)、大阪社保協と北河内ブロックでの連帯と連携の力でこの問題の解決に向けたたたかいをただちに進める。決して市会議員だけで孤軍奮闘する場面を作らない」と表明しました。

四條畷国保黒書

　四條畷では、徴収対策課（国保と市税の徴収を専門にしている）が設置されてから、差し押さえ件数は20倍になりました。

Aさんの場合～生命保険解約や家のローン支払いもやめとばかりに

　Aさんは、トラックの持ち込みで運送の仕事をされています。仕事が３年前くらいからすこしずつ減ってきたのと、燃料代の値上げなどで、徐々に生活が大変になり国保料が滞っていました。奥さんは働いておられません。現在大学生と専門学校生の息子が２人。
　昨年の暮れに、徴収対策課から呼び出しがあり仕事の都合で何回か行けなかったりしましたが、差し押さえの通知の封筒が徴収対策課から送られてきたため、やっと土曜日に特別に相談日をとってもらい納付相談。それまでも、保険料が高く（１期分平均して４万３千円）毎月１万５千円の分納をしていた。今期に入って収入が大きく減ったため減免もし、保険料は１期２万８千円くらいにはなっていた。滞納分が多いため１万５千円では中々追いつかないので減っていく保険料、ひと月４万くらいは払えないかと言われた。家のローンもあり、ギリギリだというと、その時は、話しにならないと言うことで、とりあえず納付書が欲しいと言っても、出してもらえずに帰った。また、その時には、「調べさせてもらったけれど、生命保険料を払っているので、それをどうにかできないのか、また、家も持ち家でしょう。ローン払ってるんですよね」と、そういう言い方をされた。奥さんの働いていないことも指摘されたけれども、家の外で、働くのは難しい状態だと言う。
　１月に相談に来られた時は、どうにか払いたいと思っているのに、納付書がもらえなく、払っていないことが奥さんの精神的な負担になっている。とにかく、払いたい。と言うことでした。窓口は、プライバシーが保たれていないし、すぐ後ろに待っている人もいていやだ。というので、課長に控え室に来てもらい、話しをしましたが、「とにかく減らしてもらわないと話しにならない。４万円が払えるように、してほしい。生命保険も、まだ解約していないですよね」と、解約を迫られましたが、運転の仕事をしているので、自分の分は家族のことを考えても止める訳にはいかない。その時は、生命保険の減額をすることを約束させられて、とにかく１１月からの納付書、３ヶ月分をもらって帰りました。
　とにかく、窓口に行くことが精神的に負担なこと、窓口の物言いがまるで冷たく事情を行ったとしても、聞いてもらえない。とにかく、払ってくれ。というばかり。「生命保険なんとかします。」と帰られました。
　「何とかなったら、また、納付金額を考えましょう」と、課長がいい、その日は帰られましたが、課長に聞いたところ窓口で冷たい対応はしていない。しかし、来る人に後ろめたさがあるから、そんな風に聞こえるのではないか。と言うことでした。
Bさんの場合～自殺したお父さんの葬祭費も滞納理由に拒否

　民商から、「Bさんの旦那さんが１月１１日に自殺されたんよ。お葬式も出せなかった。」という話を聞いて訪ねました。そのとき伺った話です。
　小学生から１８歳まで６人の子どもがおられます。奥さんは身体の余り強くない方で働いてはおられません。建設関係の仕事をされているBさんの旦那さんは、仕事はどんどん減り、下請けに払うお金はあっても自分の仕入れの支払いが滞ってしまい、それを苦にされて１月１１日仕事に行くと家を出たまま帰らぬ人となってしまいました。
　奥さんは、とにかく色んな手続きや、何かで大変な思いをされましたがとにかくお葬式は出したいと国保の窓口に行かれました。窓口では、「滞納があるので葬祭費を出すかどうかは徴収対策課で相談して下さい」言われるがまま徴収対策課に行くと、滞納があるので葬祭費は出せない、これからの、納付相談を先にして下さい。と言うこと。突然の夫の死で、心も身体もくたくたな上に、納付相談をしないと、葬祭費は出しません。結局お葬式は出せませんでした。出産一時金は滞納があっても出すそうですが。納付と給付は別なのではないでしょうか。
　Bさんも、窓口には行って納付の相談をしなければいけないが、また、先日のような窓口の対応なら行くのはしんどいから行けない。と言われます。
　お兄ちゃん２人が、学校やめてもお母さんを支えると言っていますが、少し元気が出れば生活の相談もしていかなければと思っています。
Cさんの場合～ガン手術の高額療養費で滞納国保料の支払いをしろと指導

　議員団控え室に、Cさんのお母さんが突然飛び込んできたので何事かと思ったら。娘のことですが・・と、話されました。娘さんは３６歳、４８歳の夫と５年前に結婚。前夫との間に中３と、小３の２人の子どもがある。夫は2年前にがんの手術をし、又再発して３ヶ月前から入院している。本人は、現在パートで働き月７．８万の収入。そこから国保の分納を１万円ずつ払っていた。しかしその日、お母さんは、仕事で役所に来れないCさんの代わりにCさんの夫の高額療養費を受け取りにきていた。国保の窓口で「高額療養費は一応出しますけれど、そのまま徴収対策課へ行って下さい」と言われ、徴収対策課では、「今日は出たけれどもそのお金はほんとは先にこっちへ払ってもらわなあかん。払ってもらわないと差し押さえと言うこともあります」と、言われた。すぐに差し押さえと言う言葉を言う。「私は本人ではないし、このお金がなかったら、ガンの末期でもう余命も告げられている娘婿の入院費も払えない。こんなひどいことを役所はするのか。」と、徴収対策課からそのまま控え室に上がって来られました。とにかく、その日はそのまま帰られましたが、Cさん本人はフルタイムで働いているので、中々役所へ行けない。再三の呼び出しがあっても、くらしのためには働かなあかん。役所はむかしはもう少していねいにやってくれた。今みたいに他のこともしながらコンピューターで資料を出して「はい。滞納はこれですよ。と出す。余りの冷たさに思わず来た。」と言うことでした。

2. その後の経過

2012.1.28　近畿国保交流集会で阿部議員が相談事例を告発

2012.2.4　　Fax通信992号「四條畷国保黒書」として発信

2012.2.6　　現地四條畷市内で「緊急北河内ブロック会議」開催
2012.2.27　大阪社保協会長名および四條畷各団体名で「要請書」「申し入れ書」提出

2012.3.1　　総務部田中部長より電話「こうした要請を受けたことがないのでお断りしたい」

2012.3.6　　総務課へ「受けていただかないということにはならない。大阪社保協全体として取り組んでいるので、数人ということにはならない」と再度申し入れ（楠弁護士、太田寝屋川市会議員、別所次長、寺内が参加）
2012.3.9　　四條畷国保問題学習会開催(40人が参加、楠弁護士が問題点を指摘)
2012.3.12　田中部長に電話し「市役所内の一番大きな部屋で、部長級以上の出席を」と再要請。

2012.3.17　田中部長から「話し合いを４月１９日午後２時から４時、市役所２０１号室で行いたい」とのTelあり。

　　　2012.3.21　第1回現地実行委員会

　　　2012.3.23　弁護士との国保問題勉強会

2012.3.27　北河内ブロック会議

2012.3.30　第2回現地実行委員会

2012.4.6　　全戸ビラ配布(2万3千世帯を74人が参加して配布しきる)

2012.4.12　交渉についての四條畷市と打ち合わせ、「質問書」提出

2012.4.15　四條畷国保相談会(10時～18時　相談員のべ52人、相談11件)

2012.4.19　四條畷市国保交渉(大阪社保協側は現地、北河内ブロックをはじめ100人が参加。当局は総務部長、健康福祉部健康・保険担当部長、徴収対策課長、課長代理、主任、保険年金課長等が出席)　

2012.4.27　現地うちあげ

2012.5.7　北河内ブロック会議

2012.5.14　fax通信1006号「4月19日の交渉の次の日から国保窓口が激変」として発信

3. 四條畷市で起きていることは「いのちよりカネ」「収納より徴収」という国保行政の今の姿そのも　

　　の
· 市民の困窮した生活とは関係なく、理不尽な税や国保料の徴収、財産調査、差押が保険年金課とは別に設けられた徴収対策課で行われている。

· 5万7千人の小規模自治体の四條畷市はかつては「市民の顔が見える」行政を行っていた。その成果が、全国的にも高水準の「国保料条例減免制度」。ただし、市民に周知を行っておらず、申請漏れが多々あることが予想できる。

· 「いのちよりカネ」「収納より徴収」といった行政はいまや四條畷市だけの問題ではない。
4. 大阪社保協として私たちはどのようにたたかったのか
(1)地域社保協空白地域の四條畷市を北河内ブロックの連帯と連携でカバー
前述したように、四條畷市には地域社保協がありません。

しかし、四條畷市以外の北河内地域の6市(守口市、門真市、寝屋川市、枚方市、交野市、大東市)の全てに地域社保協があり、さらに北河内ブロックとして会議を定例化、さらにブロック主催の学習会や2009年度の門真国保実態調査などをブロック的に取り組んできたという積み重ねがあります。

□緊急北河内ブロック会議を招集

早速、北河内ブロックに呼びかけ、2月6日には「緊急北河内ブロック会議」を開催し、

1 四條畷市に対して「緊急要望書」を提出し、3月中に(年度が替わるまでに)大交渉を実施する。その際には、部長級以上の権限をもつ役職の出席を求める。
②交渉前に「国保学習会」を開催する。

の二点を確認しました。

各地に地域社保協があり、呼びかければ北河内全域から参加があり会議ができるというのは、これまでの運動の蓄積があるからこそです。

□２万３千戸の全戸配布を１日でやりきる

北河内ブロックの力のすごさを発揮したのは、4月6日の全戸配布行動でした。

4月15日に予定している「国保相談会」の案内と保険料条例減免の内容と無料低額診療機関一覧をいれたビラ2万３千戸分を74人の参加で１日で配布しきったのです。このビラは当然市役所の知るところとなり、社保協の力のすごさを市役所も間違いなく感じたでしょう。
□地域相談会でも北河内の相談員が集結

　４月１５日の現地相談会には相談者は１1人でしたが、相談員は51人が参加しました。多くは四條畷市以外の地域、団体からの相談員、さらに３人の弁護士も参加していただきました。

また、１人の相談者に対して、時間に余裕があったこと、そして集団的かつ多面的に相談にあたったことにより、解決の糸口を見つけやすかったという側面もあります。

□圧巻の四條畷市交渉

　4月19日、四條畷市役所で行われた国保交渉には、現地四條畷市実行委員会と北河内ブロック、そして府的団体等から100人が参加しました。やはり数は力だと実感しました。当局の参加者大きなプレッシャーを感じたに違いありません。その証拠に、次の日から国保窓口が激変したのです。

(2)大阪社保協として大切にしてきたこと

· 市民の困窮している状況と行政の理不尽な対応に対しては絶対に解決に結びつける。

· 議員と役所との個人的な対応にさせない。個々の事例としてとらえるのではなく、本質を掴み、運動にしていく。そのために実態を掴む～ビラ全戸配布、相談会の開催。

· 連帯と連携で地元地域を勇気づける。

· 四條畷市、北河内地域だけの問題にしないために常に経過を発信～fax通信

· 大阪社保協や北河内ブロックに結集することの意味、地域社保協や生健会などの組織を作ることの意味を地元のみなさんに感じてもらえるようにする

· 交渉の場では行政のしていることを一つ一つ確認しながら、法令順守は当然だが、市民により沿ったあたたかい行政こそが求められていることを担当者に実感してもらうように努める。

5. このたたかいで獲得できたもの、教訓となったこと
(1)次の日から激変した国保窓口

四條畷市国保窓口(保険年金課と収納対策課)は交渉の次の日から激変しました。端的に言うと、窓口が大変親切になり、話を良く聞き、様々な減免制度などを知らせるようになったということです。

これは、交渉の最後に大阪社保協から要請した３点に対してそれぞれの担当部長が発言した内容がすぐに実行に移されたと言えるでしょう。

【部長の回答】

1 国保滞納世帯は生活困窮世帯である場合が多い。市民によりそった行政を行うために市民の生活状況をよく聞き、国保滞納～徴収だけでなく、生活支援につなげるための総合的な「相談窓口」「市民相談室」などの設置を検討すること。

部長「相当苦しい市民が多くおられることは認識している。市民生活によりそった市民相談室の提案は出来るかどうか検討させていただく。すでに人権も含め総合相談体制があるので、より一層機能するような仕組み作りを検討してまいりたい」

2 「給付と収納は別」であるならば、給付を市民の納得なしに収納あてることを今後一切しないこと。さらに、葬祭費や高額療養費の申請に来た市民に対して「給付を滞納に充てる」ような相談を一切しないこと。

部長「給付と収納は別、ということで高額療養費や葬祭費の給付については一定、担当課は改善したということになっている。確かに人が困っているときに徴収対策の相談をしていただかなければならないのかについては一定改めてまいりたい。しかし、元気な方、相談にこられない方については徴収対策課に寄っていただく。確かに人が困っているときにこのような相談をするというのはいかがなものかとは思う」

③市民向けのわかりやすい減免制度のチラシをすぐに作り、国保料決定通知とともに送付させ、さらに市役所担当窓口におくこと。

部長「減免パンフレットについては、申請に来られた方には第1～第8までの内容が入ったものを窓口で渡している。しかし、これはあくまで申請書なので・・・。今回全ビラを配っていただいたので市民には周知されたかと。よりよい形で改善していきたい。」

大阪市などでは独自の「3割軽減」対象全世帯に申請用紙を送付しているとの指摘に対して「大阪市のように全対象者というわけにはいかないが・・・検討するようにしたい」

(2)自治体はたたかいの力を緩めればすぐに変質する

□2003年「摂津市国保実態調査」の経験

四條畷市国保窓口が次の日から激変するというのは、実は予想していたことでした。

それは、2006年6月に取り組んだ「摂津国保調査」の取り組みでの経験があったためです。

摂津市国保実態調査は、摂津民商の会員さんが、一部負担金減免制度の申請に対する市の嫌がらせ等により利用ができず、がん治療の手遅れで死亡されたということが発端となりました。このとき地元から発信されたのが「摂津市国保黒書」であり、その当時摂津市にも地域社保協はなく、大阪社保協始め多くの団体が実行委員会を結成し、大阪全域から２８０人もの参加者で大交渉を実施しました。当日、摂津市助役が交渉に出席、交渉の最後に「大きな問題として真摯に受け止めたい。何ができるか内部で議論していきたい」と約束し、文字通り次の日から国保窓口が激変し、今でも摂津市国保窓口カウンターには「一部負担金減免制度」のわかりやすいパンフレットが置かれています。この摂津市での経験があったため、四條畷市交渉でも、部長級以上の出席を強く求めました。
□四條畷市の変質は地域に「たたかい」がないことの裏返し

　
四條畷市には大変内容の優れた国保料の条例減免制度があります。この条例減免は大阪府内でもっとも内容が充実しているのみならず、全国的にもトップクラスだといえるでしょう。

その内容は以下８つの場合に保険料全体もしくは、応能割、応益割のいずれかが減額されるというものです。
1 震災・風水害・火災等災害　②失業、事業休廃止、所得減少20％以上　③障害者 　

4 疾病・怪我　⑤扶養家族４人以上　⑥高齢者（65歳以上）・母（父）子・寡婦（夫）

⑦　被扶養者（65歳以上）　⑧特別な理由（借入金返済(住宅ローンも含)・生活困窮・その他）

では、この素晴らしい条例減免制度がなぜ出来たのでしょうか。

こうした制度創設の背景には必ず住民運動があり、そして生活困窮の住民の姿を無視できなかった行政があります。四條畷市は５万７千人の小規模自治体なので市民の顔が見えやすく、介護保険が始まる前までは、自治体キャラバン行動で高齢福祉課長が「市内の高齢者は全部手のひらに載っている」とまでいっていました。そして、かつては四條畷社保協もあり、毎年交渉を実施していたのです。　　

つまり、この１０数年間の地域社保協空白の期間は、住民運動空白期間でもあるのです。

自治体行政は、たたかいの力を緩めれば変質するものなのだということ私たちは肝に銘じなければなりません。
(3)地域に出よう、そして市民のおかれている実態をつかみ大きなたたかいにつなげよう～そのためにも四條畷社保協再開を
今回のこのたたかいの発端は、阿部議員からの具体的な告発でした。そして、地域相談会をするなかで寄せられた相談は、すべて市民の生活困窮の姿と、四條畷市国保や生活保護窓口での冷たい対応の実態でした。こうした実態があったからこそ、交渉はより具体的で市が言い訳を全くできないものとなったのです。

　　交渉の次の日から、相談者たちへの継続的な対応を阿部・岸田両議員を中心として取り組まれています。さらに、今回のたたかいの中で大生連や枚方生健会などとも連携が始まり、さらにそして、いま地元のみなさんから「四條畷社保協の再建と生健会の結成をしたい」との声があがっていることを最後に報告します。

2012年度自治体キャラバン行動　総括
2012年11月17日　第3回幹事会

1.　概況

2012年度自治体キャラバン行動は7月2日の四條畷市を皮切りに、10月16日の東成区までの47日間、のべ1255人が参加した。

事前アンケートは、国保・健診・介護保険・生活保護・子ども施策（医療費助成制度・妊婦検診・就学援助）について4月中旬から6月にかけて行い、資料集は2000冊を作成、全市町村担当課長あて送付した。

事前学習会は40カ所で開催された。事前準備が全くない中でのキャラバン行動実施を出来るだけさけるために、河南ブロックと泉南ブロックで合同学習会を実施した。
訪問先は、府内42市町村と大阪市内24区役所の全てを訪問したが、くすのき広域連合キャラバンは「懇談会場費の請求」という前代未聞の事態となったため、まだ目途がたっていない。

後半の大阪市内キャラバンは、新区長制度がはじまるという状況にあわせ、「スタート集会」を持つなど、これまでにない構えで取り組まれた。　

2.　スケジュールと参加者数(1255人)

	日
	懇談時間
	自治体名
	集合時間／場所
	会場／担当課
	資料送付数/送付日
	参加人数

	7月2日（月）
	10：00～11：30
	四條畷市
	
	市役所東別館201会議室／秘書広報課　中西072-877-2121（313）
	30

6/27
	22

	
	14：00～16：00
	大東市
	13：30／市職労会議室
	厚生棟A会議室／政策管理課　藤田072-870-0403
	20

6/27
	12

	7月3日（火）
	14：00～16：00
	柏原市
	13：00／共産党議員控え室
	教育センター3階／企画調整課　造道072-971-1000
	12

6/27
	12

	7月6日（金）
	14：00～16：00
	泉大津市
	
	ベルセンター2階／高齢介護課　三井0725-33-9044
	25

6/27
	24

	7月9日（月）
	10：00～12：00
	池田市
	9：40／1階ロビー
	市役所6階第4会議室／広報広聴課　木下072-754-6200
	20

6/29
	15

	7月10日（火）
	10：00～12：00
	富田林市
	9：30／地階市職労中央委員会室
	市役所4階401会議室／情報公開課　田中0721-25-1000（181）
	30

7/3
	15

	7月11日（水）
	14：00～16：00
	箕面市
	13：30／市役所本館1階ロビー
	別館6階第3会議室／市民サービス政策課　芝野072-724-6717
	30

6/29
	19

	7月12日（木）
	10：00～12：00
	東大阪市
	
	1階多目的ホール／市政情報相談課　岩城06-4309-3123
	50

7/4
	40

	7月13日（金）
	10：00～12：00
	泉南市
	
	本庁2階大会議室／秘書課　源072-483-0002
	50

6/29
	15

	
	14：00～16：00
	阪南市
	
	市役所3階全員協議会室／市民協働まちづくり課　山下072-471-5678（内2326）
	（泉南）
	16

	7月17日（火）
	10：00～12：00
	和泉市
	
	第2職員会館／市民相談室　山本0725-99-8100
	25

7/9
	11

	7月18日（水）
	10：00～12：00
	門真市
	9：30会場
	市役所別館3階第三会議室／地域活動課　松岡06-6902-6034
	40

7/9
	33

	
	14：00～15：30
	守口市
	13：30会場
	守口教育文化会館4階第3会議室／広報広聴課　須川06-6992-1353
	30

6/27
	29

	7月20日（金）
	10：30～12：30
	豊能町
	
	役場2階第1会議室／秘書広報課　田家072-739-3413
	2

7/11
	4

	7月23日（月）
	10：00～12：00
	松原市
	9：30会場
	市役所8階803会議室／福祉-総務課　福森-072-337-3117
	40

7/6
	37

	7月24日（火）
	10：00～12：00
	太子町
	9：30会場
	役場3階第2・第3会議室／総務政策G　正野0721-98-0300（300）
	8

7/12


	9

	
	14：00～16：00
	河南町
	13：30会場
	役場4階　大会議室南／高齢介護福祉課　福本0721-93-2500
	8
	10

	7月25日（水）
	10：00～12：00
	交野市
	9：30会場
	別館3階会議室／行政経営室　山埜072-892-0121
	30Ⅱ

7/18
	26

	7月26日（木）
	10：00～12：00
	高槻市
	9：30会場
	市役所6階C601会議室／市民生活相談課　小笠原072-674-7130
	50

7/3
	36

	
	14：00～16：00
	島本町
	
	議会第1会議室／福祉保健課　原山075-962-7460
	
	2

	7月30日（月）
	10：00～12：00
	泉佐野市
	9：30会場
	市役所2階201会議室／市民協働課　福岡072-463-1212（2275）
	15

7/11
	12

	7月31日（火）
	10：00～12：00
	貝塚市
	9：30会場
	福祉センター4階　中会議室／社会福祉課　国定072-433-7030
	15

7/19
	13

	
	14：00～16：00
	熊取町
	13：30会場
	ふれあいセンター4階ふれあいサロン／保険年金課　林072-452-6184
	30

7/11
	16

	8月3日（金）
	10：00～12：00
	寝屋川市
	9：30会場
	議会棟5階第2委員会室／広報広聴課　赤堀072-824-1181（2276）
	35Ⅱ

7/20
	30

	8月6日（月）
	10：00～12：00
	堺市
	9：30会場
	市役所本館6階健康部会議室／健康福祉総務課　河盛072-228-7212（3113）
	50Ⅱ

7/23
	35

	8月7日（火）
	10：00～12：00
	高石市
	9：30会場
	別館3階会議室1／秘書課広報市民活動推進係　堤072-265-1001
	10

7/12
	9

	8月8日（水）
	10：00～12：00
	豊中市
	9：30会場

飲食禁止
	市役所議会棟大会議室／広報広聴課　中村06-6858-2029
	30Ⅱ

7/24
	30

	
	14：00～16：00
	能勢町
	13：30会場
	本館2階第1会議室／住民福祉課　畑中072-734-0001
	5Ⅱ

7/24
	4

	8月9日（木）
	10：00～12：00
	摂津市
	9：30会場
	市役所3階301会議室／保健福祉課　井上06-6383-1386
	20

7/12
	18

	
	14：00～16：00
	茨木市
	
	福祉文化会館3階303号／福祉施策課　岸本072-620-1634
	35

7/11
	40

	8月10日（金）
	14：00～16：00
	大阪狭山市
	
	市役所3階第1会議室／人権広報G　楓(もみじ)072-366-0011（235）
	25

7/24
	23

	8月16日（木）
	10：00～12：00
	八尾市
	9：45市職労事務所
	西館5階／市民ふれあい課　吉川072-924-3818
	20Ⅱ

8/3
	16

	8月17日（金）
	10：00～12：00
	田尻町
	9：30会場
	役場2階庁議室／福祉課　寺川072-466-8813
	（泉南）
	3

	
	14：00～16：00
	岬町
	13：30会場
	役場2階庁議室／高齢福祉課　串山072-492-2716
	（泉南）
	4

	8月20日（月）
	10：00～12：00
	千早赤阪村
	9：30会場
	保健センター3階研修室／福祉子育てG　森田0721-72-0081（340）
	6Ⅱ

7/23
	6

	
	14：00～16：00
	河内長野市
	13：30会場
	市役所5階501会議室／広報広聴課　田中0721-53-1111（232）
	30

7/11
	20

	8月21日（火）
	10：00～12：00
	枚方市
	
	市民会館2階第6集会室／健康総務課　岸本072-841-1221
	7/30Ⅱ

30
	30

	8月23日（木）
	10：00～12：00
	藤井寺市
	9：30会場
	市役所3階305会議室／地域振興課　山本072-939-1050
	30

7/30
	17

	
	14：00～16：00
	羽曳野市
	13：30会場
	A棟中東会議室／市民協働ふれあい課　辻岡072-958-1111（1081）
	60

7/6
	20

	8月24日（金）
	14：00～16：00
	忠岡町
	
	2階保健センター講座室／総務課秘書室　武藤0725-22-1122（114）
	20

7/6
	11

	9月6日（木）
	10：00～12：00
	平野区
	9：30会場
	区役所5階501会議室／総務課　寺脇06-4302-9910
	8/31Ⅱ

20
	21

	9月10日（月）
	10：00～12：00
	旭区
	9：30会場
	区役所3階第一会議室／広報広聴　仙田06-6957-9193
	8/31Ⅱ

10
	15

	9月12日（水）
	10：00～12：00
	住之江区
	9：30会場
	区役所3階第一会議室／総合企画　上野06-6682-9683
	8/31Ⅱ

25
	23

	
	14：00～16：00
	浪速区
	13：30会場
	区役所7階701会議室／総合企画　高田06-6647-9683
	8/31Ⅱ

10
	11

	9月13日（木）
	10：00～12：00
	西区
	9：30会場
	区役所4階401会議室／総合企画　松原06-6532-9989
	8/31Ⅱ

10
	21

	9月18日（火）
	10：00～12：00
	福島区
	9：30会場
	区役所1階101会議室／総合企画　深堀06-6464-9974
	8/31Ⅱ

16
	10

	
	14：00～16：00
	此花区
	13：30会場
	区役所3階講堂／総務課　中山06-6466-9552
	
	8

	9月24日（月）
	14：00～16：00
	岸和田市
	13：30会場
	職員会館2階／広報広聴課　中谷072-423-9402
	25Ⅱ

7/23
	26



	
	14：00～16：00
	生野区
	13：45会場
	区役所5階会議室／総務課　八木06-6715-9683
	8/31Ⅱ

20
	21

	9月25日（火）
	10：00～12：00
	西成区
	9：30会場
	区役所4階会議室／総務課　堀06-6659-9683
	8/31Ⅱ

20
	30

	
	14：00～16：00
	北区
	13：30会場
	区役所4階402、403会議室／総務課　冨永06-6313-9683
	
	27



	9月26日（水）
	10：00～12：00
	淀川区
	9：30会場

（会議不可）
	区役所5階503号室／総務課　岡嶋06-6308-9683
	8/31Ⅱ

15
	12

	9月27日（木）
	10：00～12：00
	都島区
	9：30会場
	区役所3階第6会議室／総務課　井上06-6882-9683
	8/31Ⅱ

15
	16

	
	14：00～16：00
	西淀川区
	13：30会場
	区役所1階101、102会議室／総務課　比嘉06-6478-9889
	8/31Ⅱ

25
	18

	9月28日（金）
	10：00～12：00
	中央区
	9：30会場
	区役所6階601会議室／総務課　朝比奈06-6267-9683
	8/22Ⅱ

15
	20

	
	10：00～12：00
	吹田市
	
	総合福祉会館1階社会適応訓練室／市民相談課　市場06-6384-1378
	8/31Ⅱ

30
	40

	
	14：00～16：00
	城東区
	13：30会場
	区役所3階大会議室／総務課　杖田06-6930-9683
	8/22Ⅱ

15
	30

	10月2日（火）
	10：00～12：00
	大正区
	9：30会場
	区役所4階401会議室／総合企画　後藤06-4394-9975
	8/31Ⅱ

25
	27

	
	14：00～16：00
	東住吉区
	13：30会場
	区役所5階502会議室／総務課　長谷川06-4399-9683
	8/31Ⅱ

25
	28

	10月5日（金）
	10：00～12：00
	阿倍野区
	9：30会場
	区役所2階会議室1、2／総合企画　中村06-6622-9894
	8/31Ⅱ

16
	19

	
	14：00～16：00
	天王寺区
	13：30会場
	区役所5階502会議室／総合企画　高戸06-6774-9683
	8/31Ⅱ

15
	18

	10月9日（火）
	10：00～12：00
	港区
	9：30会場
	区役所5階502、503会議室／総合企画　原06-6576-9208
	8/31Ⅱ15
	10

	
	14：00～16：00
	鶴見区
	13：30会場
	区役所302会議室／総合企画　日下06-6915-9169
	8/31Ⅱ

7
	15

	10月15日（月）
	14：00～16：00
	東淀川区
	9：30会場


	区役所401会議室／総務課奥野4809-9683
	8/31Ⅱ

15
	11

	10月16日（火）

	10：00～12：00
	住吉区
	9：30会場
	区役所1階第一会議室／総務課　置田06-6694-9683
	8/31Ⅱ

25
	21

	
	14：00～16：00
	東成区
	9：30会場
	区役所3階304.305会議室／総務課柳原6977-9062
	8/31Ⅱ

10
	13


· くすのき広域連合は延期

· 参加者合計1255人

3.　自治体キャラバン行動事前学習会(40カ所)

· 6月29日(金)13：00-　四條畷社保協(訪問介護ステーションつくしんぼ)

· 6月29日(金)19：00-　大東社保協(大東四條畷保健生協本部)

· 7月3日(火)18：30-　　守口社保協(橋本クリニック3階)

· 7月6日（金）18：30－東大阪社保協（社保協事務局　医療生協かわち野はなぞの診療所横）

· 7月8日（水）13：00－　池田社保協（ステーションN）

· 7月9日(月)18：30-　　河南ブロック(羽曳野市民会館)

· 7月10日(火)18：00-　高槻社保協(高槻市民交流センター)

· 7月11日(水)18：30-　松原社保協(松原民商)

· 7月12日（木）18：30　泉南ブロック(泉南市立樽井公民館)

· 7月14日(土)10：00-　茨木社保協（クリエートセンター304号室）

· 7月14日(土)14：00-　門真社保協(けいはん医療生協本部)

· 7月14日(土)　　　　　　忠岡社保協

· 7月17日(火)19：00-　摂津社保協(摂津民商)

· 7月24日(火)18：30-　交野社保協(交野市ゆうゆうせんたー)

· 7月28日(土)14：00-　熊取社保協準備会(レンガ館)

· 7月29日（日）9：15-　寝屋川社保協（市民会館）

· 8月2日(木)19：00-　　岸和田社保協（福祉センター）

· 8月3日(金)18：30-　　堺社保協(堺市役所地下1階市職労会議室)

· 8月6日(月)19：30-　　豊中社保協(岡町組合員センター)

· 8月７日(火)14：30-　　大阪狭山（中央公民館）

· 8月10日（金）19：00-八尾社保協

· 8月19日（日）
枚方社保協

· 8月23日(木)18：30-　　大阪市内ブロック(大阪民医連)

· 8月30日(木)19：00-　　城東区社保協(福祉事業財団うぇるほうる)

· 8月30日(木)19：00-　　中央区社保協

· 9月3日(月)18：30-　　大阪市内ブロック「スタート集会」(大阪民医連)

· 9月4日（火）18：30－　東住吉区社保協（ＵＲ針中野団地集会所）

· 9月5日（水）18：30－　住之江区社保協（加賀屋診療所）

· 9月10日(月)19：00-　　生野区社保協(生野民商)

· 9月12日（水）18：30－　北区社保協（北区民商）

· 9月13日(木)14：00-　　西淀川区社保協(のざと診療所３階会議室)

· 9月19日(水)14：00-　　淀川区(淀川民商)

· 9月19日(水)18：30-　　西成区社保協(こつまの里)

· 9月20日(木)　　　　　　　都島社保協

· 9月20日(木)18：30-　　中央区社保協(うえに診療所)

· 9月25日(火)19：00-　　吹田社保協(吹田市総合福祉会館)

· 9月26日(水)18:30-　　大正社保協(大正民商)

· 9月27日(木)15：00-　　港区社保協(港民商)

· 10月4日(木)15:30-　　　鶴見区社保協(ヘルスコープおおさか本部ビル4階)

· 10月4日(木)18:00-　　　東成区社保協(いまざと診療所「組合員センターまねきねこ」)

4.　大阪府内キャラバン行動の特徴

□全体をとおして

今回初めて、河南ブロック事前学習会(60人参加)、泉南ブロック学習会(50人参加)を開催。府内では殆どの地域で事前学習会ができた。こうした事前の準備により、各地域とも参加者が増えている。

□役所の空洞化か一層進む
自治体の非正規化はもとより、アウトソーシングなどがすすみ、空洞化が深刻であるとこが一層はっきりした。例えば、箕面市役所の全窓口はすでに派遣社員が行っている。東大阪市では12月から国保課資格・給付係が24年12月から外部委託となる。阪南市では市立の名前の施設の殆どが「指定管理」となり、市立阪南病院も指定管理で実質的には民間医療機関である。

□少子化問題

能勢町、豊能町、岬町、泉佐野市など、子ども数が激減している。これは自治体存続の危機と言える事態だが、大阪府内市町村は財政難を理由に子育て対策、少子化対策を打てていない。

子どもの医療費助成制度は前進しているが、、大阪府の「2歳児まで」という低水準が足を引っ張り、全国的にレベルと比較すると相変わらず低い。隣の兵庫県では中学卒業まで無料という自治体が続々。 (別紙　兵庫県データ)

さらに、こども3ワクチン接種、妊婦健診などでは相変わらずの低レベル。これでは、子育て世代は大阪に住まないのは明白である。

□生活保護

生活保護バッシング＋公務員バッシングが市町村職員の親族の生活保護受給調査に発展し、さらに受給者調査にまで発展している。

また、「話を聞くが申請させない」「就労活動を真摯にしていないと申請させない」「人様の税金で食べさせてもらっているのだから」といった窓口対応などの実例が次々と参加者の口から語られた。それだけ、貧困世帯が急増し、申請者が増え、相談を受けているという実態を反映している。

　□国民健康保険

国保滞納者への滞納処分については、大阪市、大阪府の生活保護者と生活困窮者への滞納処分停止通知が功を奏し、各市町村も生活保護受給者や生活困窮者への滞納処分の停止に動き出している。

国保広域化都の関連で、平成23年度大阪府特別調整交付金(総額５０億円)の配分について、小規模自治体等からの不満・反発の声が続出。さらに、赤字自治体からも。

子どもへの保険証を「1年証とする」ところが過半数を超えた模様。実態については今後調査を行う。

□健診問題

特定健診では、国基準に独自検査項目を加え充実させている自治体が増え、国基準のみは少数派に。ただ、大阪社保協側も学習が浅いため、健診の医学的根拠などの説明が不十分であり、さらにデータ集約、事前学習などの必要性あり。

□介護保険

介護保険料は「限界」と、どの自治体担当者も認識。しかし、一般会計繰入については12月の大阪府の部長通知を盾に「拒否」。訪問介護「45分問題」などは全く問題点等を把握しておらず、ますます介護が自治体からと遠のいていることを再確認。

5.　大阪市内キャラバン行動を終えて(大阪市内ブロック総括)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□はじめに

　橋下市政、公募区長との初“対決”となった１２年全２４区役所キャラバンは、６月２４日の第２回市内ブロック会議で、要望案を提案、７月下旬に要望が確定しました。そして、８月２日（２２区）３日（２区）に区役所を訪問し、区長宛の要望書とアンケート（国民健康保険、介護保険、生活保護、職員体制）を提出しました。懇談は、９月６日の平野区から始まり、１０月１６日の東成区で、全２４区の懇談が終わりました。

今年は、９月３日に、２００５年の全区キャラバン開始以来、初めて「スタート集会」を開催、事前学習会、懇談参加者の大幅な確保など例年以上にきっちり取り組むことを意思統一しました。その結果、事前学習会は、社保協未結成の淀川区など１６地域（昨年１４地域）、懇談参加者は４４５人（昨年３６７人）にのぼりました。最多は３０人、最少は８人、一ケタは１区だけでした。

· 要望内容

要望は①行政のあり方（職員の正規・非正規問題）②国民健康保険・後期高齢者医療③健診④介護保険・高齢者施策⑤生活保護⑥子育て・１人親家庭・子供の貧困⑦障害者福祉施策⑧住民税の８項目でした。かなりの権限を持った公募区長が就任し、“期待”をしていましたが、ふたを開ければ、回答は例年通り局がつくった「統一回答」で、新区長も出席せず、拍子抜けでした。実際の懇談では、国保、健診、介護保険、生活保護を中心に行われました。

「国保」はじめ本庁・区作成のパンフ・チラシを懇談日に配布するよう事前に求めていましたが、浪速区のように目録つきで袋に入れて用意していた区がある一方、懇談の席上で請求して、やっと配布する区が、いぜんありました。

全区で独自要望を含めて提出しようと進めていましたが、北区、住之江区、中央区の３区にとどまりました。ただ、懇談の冒頭、多くの区で①バス路線廃止②中学校給食③小中学校選択問題で問いただしをしました。

懇談当日の打ち合わせのための「３０分前の会議室使用」については、生野区だけが区側の都合で１５分前になりました。

· 特徴

国民健康保険では、①生活保護世帯②無財産・生活困窮世帯に対する滞納処分の執行停止について、局から通知が出ているにもかかわらず、区役所によって、全く対応が違うことが明らかになりました。とりわけ、簡単に、停止ができる生活保護世帯について、全く停止を実施していない区も多くありました。

　特定健診では、受診率が大半の区で１０％台にとどまっていました。次年度からの見直しについては、全く検討されていない様子でした。
介護保険については、今年度から「認定事務センター」ができたことによって、認定業務が区役所から外されました。その結果、認定が３５．５日（法律では３０日）と答えた区が多くありましたが、実際は、２か月を超えるケースもありましたが、区が掌握していないようだった。
生活保護では、警察OＢが今年から全区に配置されていました。安全のためとの話でしたが、尾行やケースワーカーの訪問同行などを行っている区もありました。

以下、要望項目ごとに、簡単ではありますが、まとめてみました。

［正規・非正規職員問題］

　非正規の大半は、生活保護ケースワーカーが占めていました。この問題では、研修の徹底と劣悪な労働条件などについて、問いただしました。

［国保・高齢者医療問題］

　キャラバンのメーンだった滞納処分の執行停止問題は、別紙を参照して下さい。

　保険料について、「来年度は、一般会計からの繰入をやめ、値上げしようとしているが、今でも高くて滞納者が２４％を超えているのに、値上げすれば、さらに続出するではないか」と迫りました。短期証については、５月から８か月も“留め置き”にせず、１２月に送付しているように、４月に送付するよう強く求めました。資格書世帯については、来庁すれば保険証を発行するとの答えが返ってきました。

一部負担金減免については、昨年４月、適用要件が緩和され、伸びがあるかと思っていましたが、西淀川区の２１件を含む３８件にとどまっていました。１４区がゼロでした。さらなる適用要件（恒常的低所得者）の緩和が必要と感じました。

ほかに、差し押さえ問題、無料低額診療問題などの問いただしをしました。

　

［健診問題］

　　病気の早期発見・治療が医療費を抑え、国保料の引き下げにつながるなど重要性が高まっています。そこで、これまで国保の要望項目に同居していましたが、健診だけを抜き出し、新たに項目を設けました。各区とも広報活動・健診日の工夫などに、力を入れていましたが、健診率の向上にはつながっていないことがわかりました。特定健診の受診率は、１１年度市平均１８．３％、最高でも西淀川区の２２．２％で、最低は浪速区の１３．４％でした。がん検診は市平均で胃がん５．２％、大腸がん８．８％、肺がん３．８％、乳がん１２．４％、子宮がん２４．８％。市は、国基準だけで市民健診時代に実施していた胸部レントゲンすら取り止めています。

　　ほかに、生活保護受給者の受診などについて問いただしをしました。

［介護保険問題］

認定問題以外では、やはり府下で最高額になった保険料問題に問いただしが集中しました。認定率は約２２％で利用者は、もっと少ないにもかかわらず、保険料は天引きで、抜き去り、何の還元もなく、もう限界に来ています。今年から保険料の減免制度が少し改善されましたが、ほとんどの区で、利用者を掌握していませんでした。減免申請書を該当者に送付するよう強く求めました。

　　　また、「障害者手帳」を持っていない介護認定者に障害者控除認定書を送付すよう促しました。区側は、相変わらず「事務がたいへん」などを理由に首を縦に振りませんでした。　　

　　生野区では、自己作成プラン（マイケアプラン）を受け付けないローカルルールが残っていました。

［生活保護問題］

　　　今年も「助言指導ガイドライン」による度を越した就労指導問題については、「指導書」を出すところ、出さないところ、区によってバラつきがありました。ほかに、通院の移送費問題、扶養義務問題、相談受付表問題、西成区「医療登録制度」問題、葬祭費問題などについて問いただしをしました。

［子育て・１人親家庭・子供の貧困］

　　子育てハンドブックなどを独自で発行していた区もありました。こちらから区側に対し「保育所の入所は点数だけでなく、面接して欲しい。学童の施設づくりに協力してほしい。面積基準の緩和を撤回し欲しい。無認可の保育所も区役所で対応して欲しい」などの要望が出されました。１１月１日から医療費の助成が中学校卒業まで延長されましが、「無保険世帯の子供へ『すこやか医療証』」が届いているか」との問いただしも行いました。
［障害者福祉施策、住民税問題］

時間の関係で十分な問いただしができませんでした。ただ、区役所から税の関係部署がなくなり、区民はたいへん不便になっており、せめて、申告と納税相談は常時できるようにして欲しいと要望しました。

×

公募区長が就任しましたが、回答は局が作った「統一回答」であり、対応にもほとんど変化はありませんでした。ただ、橋下市政による市民施策の大がかりな切り捨てや職員攻撃で、これまで築いてきた役所との信頼関係が、崩れつつあるとの声も出されました。

事前学習会、懇談参加者で一定の前進はしましたが、要望項目（例えば、区役所とやりとりができるよう絞り込む）問題、懇談参加者に回答書など資料が届いていない点、地元のナマの声をもっと出してもらう点など課題を多く残しました。来年度も引き続き課題の克服とともに、「市内統一」と「区独自」を含めた要望づくりに再チャレンジします。また、キャラバンとは別に、随時、区長に区民の実態を明らかにし、独自の要望をどんどん出していき、懇談を行なうことも重要です。
要望案提案から実に１１４日、猛暑のなか、長丁場のキャラバンを地域・団体のみなさんの積極的なご協力で、終えることができ、心から感謝しています。
以上、12年10月25日の第4回ブロック会議で確認しました。
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